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視点

国際競争力の圧力のなかの日本

No.170 2003年3月

中国のWTO加盟と日本経済の長期デフレ不況を契機として、わが国の国際競争力をめ

ぐる問題が新たな形で大きく登場してきている。

財務省が1月27日発表した2002年の貿易統計速報によると、中国が日本の輸入相手国と

してトップとなり（18.3％）、また輸出相手国としても米国（28.5％）に続いて、第2

位（9.6％）となり、中国向け輸出額は対前年比32％と急増している。

連合総研の今年度の『2002－2003年度経済情勢報告』でも、第2部で「中国の経済発展

とその日本経済への影響」という章を立て、世界の工場として発展している中国経済の

現状や、そこから危惧されているわが国産業の空洞化問題や中国脅威論についても検討

するとともに、わが国の進むべき方向についても分析・提言を行っているところであ

る。

また、個別的労働組合や勤労者の立場から見ると、賃金や労働コスト、企業の海外移転

などといった側面から、企業や経営者の立場から見ると、生産コストや労務コスト、生

産立地などの側面から、わが国の国際競争力の問題が大きな影を落としている。

日本経団連の『2003年経営労働政策委員会報告』によれば、「特に20世紀末の10年間

に急速に進展した経済活動のグローバル化にともない激烈な産業・企業間の国際的競争

が繰り広げられている。そうしたなかで日本経済の高コスト構造が浮き彫りにされ、そ

http://www.rengo-soken.or.jp/index.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no170/dio170htm.htm
http://www.rengo-soken.or.jp/dio/menu.htm


視点

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no170/siten.htm[2008/10/03 11:00:06]

れが日本の国際競争力の低下への懸念となって表れている」「こうした懸念を回避する

ためには、まず産業・企業自らが、生産性に応じた人件費コストの決定、一層の生産性

向上、事業の高付加価値化、新事業育成、新技術・新製品・新サービスの開発力の一段

の向上に全力を全力を傾注することが必要である。」とし、今次労使交渉に臨む経営側

の基本姿勢して、「企業の競争力の維持・強化のためには、名目賃金水準のこれ以上の

引き上げは困難であり、ベースアップは論外である。さらに、賃金制度の改革による定

期昇給の凍結・見直しも労使の話し合いの対象になる」と主張している。

これに対し、輸出産業を多く抱える金属労協の「今後のJC共闘の基本的な取り組み方

向」のなかでは、「2002年闘争は、グローバル経済化・市場経済化の進展や、国内外

の競争激化・生産拠点の海外移転、国境を越えた産業・企業の再編など、とりまく環境

の構造的な変化の下で、国際競争力と労働コストの関係をどう考えるかと同時に、国内

におけるものづくり産業の発展基盤をどのように維持・強化していくかの課題を突きつ

けたとし、こうした課題は、中長期的な金属産業自体の構造に関わる課題であるととも

に、金属産業の賃金・労働条件のあり方を考える上で、整理しなければならない極めて

重要な課題である」と受け止めている。

「国際競争力」なる概念で、何を論ずるかについては、さまざま異なった論点や視角か

らの論議がなされていて、必ずしも整理されたものとなっていないばかりでなく、すれ

違いの論議となっている面も多い。

そうしたなかで、連合総研としてもこれらの問題点について、経済学的に基本的にどの

ように認識すべきか、そしてそこで主張されるいわゆるデフレ圧力論とマクロ政策のあ

り方について検討するため、専修大学の野口旭教授からの提案をいただいた（2002年

11月1日DIO166号「なぜ国際競争力にとらわれてはいけないのか」）。

そこでは、国際競争力なる概念が如何にさまざまなレベルで誤った形で主張されている

かについて明らかにするとともに、国際競争力の圧力のなかで企業や労働者がさらされ

ている現状の打開のためにもわが国経済のデフレからの脱却が求められていることを力
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説している。

加えて、2002年11月の第15回連合総研フォーラムにおける高梨昌日本労働研究機構顧

問の「現下の雇用労働情勢の問題点」（2003年1月1日DIO168号）でも、グローバル経

済化と産業空洞化問題に関して、ILOを舞台とした国際的な貿易ルールの必要性が指摘

されている。

貿易は、基本的には比較優位に基づいて行われることにより相互に利益をもたらす。全

体的な賃金水準が問題なわけではない。ましてや、賃金水準を東南アジア並に引き下げ

るという問題でもない。現実には、比較優位構造が動態的に変化する過程で産業構造転

換摩擦が生ずる。現在はそれが海外直接投資という形態で加速される傾向にある。この

転換摩擦コストを最小限にとどめながら、いかに高付加価値産業へと転換していくかの

戦略が求められている。これは、賃金引下げによるデフレ容認対応では解決不可能であ

ることを認識することが重要である。
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寄 稿

製造業と科学技術創造立国

日本原子力発電株式会社 常務取締役 新 欣 樹 （連合総研 理事）

天然資源に乏しい日本が、第2次世界大戦の戦禍から復興し、その後の驚異的経済成長を

遂げることが出来たのは、疑いも無く製造業の強い国際競争力が国際収支の黒字を稼ぎ

出し、貿易立国としての道を歩み得たからである。

その製造業が今困難な問題に直面し、その競争力の維持、強化が危ぶまれている。言う

までもなく、中国を始めとする東アジア諸国との競争の激化、拍車がかかる海外進出と

これによる国内空洞化がそれである。経済産業省の「海外事業活動基本調査」によれ

ば、製造業の海外生産比率は平成元年度の5.7％から平成11年度では12.9％に上り、なお

上昇傾向を強めている。また日本政策投資銀行の分析では、貿易黒字額のGDP比率

は、4％を上回っていた昭和61年以降確実に減少傾向をたどり、平成14年では2％を下回

るに至っており、製造業の海外進出と国際収支の黒字とが明確な逆相関関係にあること

を物語っている。

我が国の産業構造が、GDPでみても就業構造の面からもサービス経済化していることは

明らかであるが、現状のサービス産業は総じて国際競争力に乏しく、このままでは製造

業が失うであろう国際収支の黒字をカヴァーする役割を期待できるものではない。サー

ビス業と製造業とがバランスの取れた健全な形のサービス経済化が望ましく、今後とも

製造業が貿易立国の基盤を支える役割を担うべきことは言うまでもない。
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といって、空洞化に歯止めをかけ、製造業の復権を図るための即効薬はない。ここは10

年がかりでよいから、日本でしかできない高付加価値の製品を作る体制を整えることが

肝要であり、克服すべき課題の中でも、技術力を蓄積するための研究開発、それもすぐ

に実用化を狙った応用研究のみでなく、基礎研究を重視した研究開発の推進に最大の重

点をおくこととすべきである。活発な研究開発活動の成果が高付加価値の製品として順

次具体化されるという好循環が実現することで、製造業は新たな発展段階を迎えること

が出来るのである。

こうした観点から国の研究開発のための制度をみると、科学技術創造立国を目指すとい

う方針を示す科学技術基本法の下に、国の科学技術研究予算の量的確保の面では、着実

に成果があがっていることは評価されるが、助成制度の内容や運用の面では、アメリカ

で実施されている研究開発制度に比べ、一貫性、弾力性、機動性に欠ける点が少なくな

い。

まず、研究管理体制について、プロジェクトを管轄する省庁の担当者は、主として予算

の要求や査定、費目の管理に追われ、また、2年でポストの異動があるなどのこともあ

り、研究テーマの採択、研究目標の変更、予算打ち切り、成果利用などを含めて一元化

した管理体制になっていない。テーマの採択や進捗評価などは、その都度外部の有識者

に依頼するなどのため、責任が不明確となり、プロジェクトの運営方針も一貫しないも

のになりがちである。その点、アメリカではプログラムマネージャーやプログラムディ

レクターと呼ばれる大学教授クラスの担当者の一元管理の下にあり、プログラムマネー

ジャーが当該プロジェクトに精通し、その了解の下に研究活動が実施されていくという

機動的かつ柔軟な研究開発体制が取られていることに注目すべきである。

また、国の予算が単年度主義で、予算の不足や余りがあっても、先食いや繰越しができ

ないという硬直性があげられる。このため年度末に予算消化のため不要不急の機材など

を購入するなど非効率な事例も見られることになる。異なる省庁からの予算を合算して

使用することも認められず、実態は合体した研究がなされているのに会計分離、成果の
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分割納入が要求される。アメリカではプロジェクト期間の通年度会計で、プログラムマ

ネージャーのチェックを受けて先食い、繰越しが柔軟に認められ、最終年度に決算され

る。異なる予算の合算も可能である。そこではプロジェクトの形式よりも実質的成果が

重要視されている。

日本でも一部の制度に繰越しが導入されることとなったのは大きな進展であるが、本来

的に研究開発予算はプロジェクト期間を通じた通年会計を原則とするような発想の転換

が必要である。

さらに、予算の使途につき費目の規制が厳しく、使途の変更など変化に即応した裁量が

認められず、また仮に認められたとしても煩雑な手続きを要するため、機動性に欠ける

点が指摘される。例えば情勢の変化に対応して希望する研究チームを組織したいと思っ

ても、人件費の制約があり、他費目からの流用が困難なため、必要な人材の確保が出来

ない結果を招くことになる。研究費の不正流用という報道の中には、私的に流用したわ

けではなく、厳しすぎる費目管理と現実の研究上の要請との板挟みの結果やむをえず流

用したというケースもあり、弾力的流用が認められていれば非難されることがなかった

とみられる事例も少なくない。その点アメリカでは使途の変更や費目間流用も電子メー

ルなどでプログラムマネージャーの了解を得れば複雑な手続き無しで可能となる。人件

費については間接費用も参入でき、直接経費しか計上できない日本に比べ機動的な対応

が可能となっている。

国からの研究助成金が税金であることから、杜撰な執行は許されないが、あまりに硬直

的な管理のために、書類づくりのみに追われて肝心の研究活動そのものに支障が生ずる

のでは本末転倒である。日本が持つ唯一の資源といってもいい頭脳資源がフルに活用さ

れるよう、制度環境が一層改善されることを期待したい。
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2002～2003 年度経済情勢報告フォローアップ 

及び計量モデルによる 2003 年度日本経済の展望 

１．踊り場を迎えている海外経済 

２．既にピークアウトした日本経済 

３．早急な政策当局の強力な積極策の協調実施が不可欠な 2003 年度 

（付表）連合総研モデルによるシミュレーション結果 

－前提条件と結果－ 

 

１．踊り場を迎えている海外経済 
 米国経済は、昨年年初以来緩やかな景気が回復しました。これは可処分所得の緩やかな

拡大と金利の低下を受けて、個人消費や住宅投資などの家計部門が景気を下支えしてきた

ためです。しかし、設備投資の先行指標である非国防資本財受注もこのところ一進一退で

あり、ＩＴ関連を中心に依然として設備投資が振るわないため、設備投資へのバトンタッ

チが円滑に行われておりません（図表１）。昨年夏以降、生産活動や雇用に弱い動きがみら

れ、雇用所得環境の悪化懸念や株価の低迷から消費者マインドも弱含みの動きとなってい

ます（図表２～３）。景気の先行指数が基調として弱含むなど先行きの景気に不透明感が増

しています（図表４）。 

このため、ブッシュ政権は今年に入り向こう 10 年で総額 6,740 億ドルの減税（名目ＧＤ

Ｐ比 0.9％の規模）を主体とした新総合経済対策を策定し、更なる景気のテコ入れを図って

います。しかしながら、議会での審議に時間がかかりそうであり、確定申告を行わないと

お金が還付されないので、経済効果が現れるのは 2004 年春になりそうです。さらに、最も

大きな減税項目である個人の配当課税撤廃の恩恵を受けるのは消費性向の低い高額所得層

に限られますので、経済効果も思ったより大きくはならないと指摘されています。このた

め、当面米国経済の減速は避けられそうにありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１　非国防資本財受注(除く航空機）
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図表２　米国の鉱工業生産と雇用
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 欧州経済は、2002 年に純輸出や生産主導で一旦回復しました。しかしながら、米国経済

の減速、原油価格上昇、ユーロ高や株安等の景気下押し要因により純輸出や生産活動が頭

打ちとなっており、景気は減速しています。こうした中、財政赤字が既にＥＵでの取極め

の上限に達している国があり、財政面からの景気刺激策は事実上制約されている状況です。 

アジア経済に目を転じますと、中国は引き続き堅調な一方で、ＮＩＥｓやＡＳＥＡＮ諸

国の多くでは米国景気の減速を受けて景気がスローダウンしています。 

このような状況を総括しますと、世界経済は踊り場を迎えていると言えましょう。 

 

２．既にピークアウトした日本経済 

 （純輸出が支えた 2002 年度） 

日本経済は、昨年２月に一旦底入れして持ち直しに転じました。反転のきっかけは海外

経済の回復です。それまでの厳しい生産調整で在庫が圧縮されていましたが、輸出の回復

を背景とした在庫復元の動きから、生産が増え、設備投資も下げ止まりへの動きがみられ

ました。パートタイム等の非正規労働が増え始め、生産の増加につれて所定外給与も増加

し、消費者マインドも昨年夏まで好転したため、雇用者報酬が減少する中でも民間最終消

費支出は実質で増加を続けました。 

しかしながら、デフレが進行し、過剰債務の実質負担が重くなる上に、設備の過剰感が

なかなか解消していません。企業が固定費・変動費双方を相当削減する努力をして利益を

増やしても、債務デフレが続く中では債務返済を優先する企業が多いのです。従って、純

輸出の増加等の外部環境が好転しても、なかなか設備投資の増加に結び付き難い状況です。

加えて、昨年夏以降純輸出の鈍化を受けて、鉱工業生産指数も弱含んできており（図表５）、

設備投資の先行指標である機械受注（船舶・電力を除く国内民需）や投資財出荷（除く輸

送機械）も弱い動きとなっています（図表６）。また、これまで底固かった民間最終消費支

出についても、生活習慣が消費の変動を抑える歯止め（ラチェット）効果が相当効いてい

たものとみられ、昨年夏より企業の費用削減努力が家計所得の減少と消費者マインドの悪

化を伴い始めており（図表７）、今後は景気の不透明感の高まりで個人消費の伸び率は次第

に縮小していくものと見込まれます。 

 

図表４　米国の景気動向指数
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図表３　米国の消費者マインド
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（減少の度合いを強める平均給与） 

こうした中、雇用・賃金環境に目を転じますと、有効求人倍率が緩やかに上昇傾向にあ

るものの、完全失業率は、５％半ばの高い水準で推移しています（図表８）。特に、建設・

流通・金融・不動産業等において、リストラ圧力が依然として根強く存在しており、今後

とも非自発的な離職の増加懸念があります。また、所定外給与がこのところ増加している

ものの、賞与等が大幅な減少、所定内給与の減少により、現金給与総額は、減少の度合い

を強めています。 

こうした状況を受けて、日本の景気動向指数でも 10 月の先行ＤＩは 10 ヵ月ぶりに景気

拡大と後退の境になる 50％を下回り、11、12 月の一致ＤＩは２ヵ月連続で 50％を下回りま

した（図表９）。個別系列の転換点を検出すると、景気の山は昨年の８月になる可能性があ

ります。これは、一致系列のうち８月までにピークアウトしたのが鉱工業生産指数、鉱工

図表８　雇用情勢
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図表６　機械受注と投資財出荷
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図表７　消費者態度指数（東京）
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図表５　鉱工業生産指数
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図表９　日本の景気動向指数
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業用生産財出荷指数、稼働率指数、営業利益、中小企業売上高の６系列と過半となってい

たからです。しかしながら、拡張（回復）の期間がたった６ヵ月と極めて短く、量感を示

す一致ＣＩの極小値から極大値までの上昇率が 9.3％しかなく、これらの系列が今から２～

３ヵ月のうちに反転しなければ、2002 年の状況は後で振り返ってみれば回復というよりは

一時的な「踊り場」とみなされることとなるでしょう。 

 

（極めて脆弱な景気持ち直し） 

こうした足下の状況を踏まえると、2002 年度の実質経済成長率はやや回復する見込みで

す。しかしながら、実質国内民間需要の実質経済成長率への寄与度は 0.3％でありますが、

これを牽引するのは民間最終消費支出（前年度比 1.3％増）と民間在庫投資（寄与度 0.5％

増）で、民間設備投資（同▲5.2％減）や民間住宅投資（同▲3.3％減）は大きく減少する

ものと見込まれます。このように民間需要が全体として緩やかに増加する中で、公需の寄

与度が 0.1％となるため、内需の寄与度は 0.4％となります。アジア向けを中心とする輸出

の回復を背景に純輸出寄与度（寄与度 0.7％のプラス）は年度全体としては増加するため、

全体として実質経済成長率は 1.1％程度になるものと見込まれます。しかしながら、民間在

庫投資を除いた実力の国内民需は寄与度▲0.2％とマイナスであり、2002 年度における景気

持ち直しの実態は極めて脆弱と言えましょう。 

 

３．早急な政策当局の強力な積極策の協調実施が不可欠な 2003 年度 
 （デフレ促進的な予算案） 

 2003 年度においては、日本経済の最大の課題であるであるデフレから脱却することが喫

緊の課題ですが、現実には次のような景気の下押し圧力があると予想されます。 

第１に、昨年秋以来の株安（８％下落）がこれから個人消費を押し下げる（名目成長率への寄

与度▲0.22～▲0.27％）（参考１）。 

第２に、社会保障負担の増加や給付の抑制等の家計の負担増（約2.4 兆円）が予定され、2003

年度の個人消費を冷やす（名目成長率への寄与度▲0.29％）（参考２）。 

第３に、不良債権処理の加速が2003 年度の経済の下押し圧力になる（雇用者所得の減少だけ

に影響を限った極めて控え目な試算ながら名目成長率への寄与度▲0.0～▲0.11％）（参考３）。 

第４に、海外景気の減速により、外需（＝純輸出）の寄与度が低下することによる悪影響が予

想される（名目成長率への寄与度▲0.5％）。 

以上４つの要素を勘案すると、名目成長率への寄与度で▲1.01～▲1.17％の低下要因となりま

すが、昨今の2002 年度補正予算による支出の拡大（名目成長率への寄与度0.65％、参考４）や

2003 年度の法人関連の先行減税（名目成長率への寄与度 0.21％、参考５）による経済の押上げ

効果は最大限に見積もっても名目成長率への寄与度に換算して 0.86％にしかありません。 

従って、今の予算案ではどんなに頑張っても、名目成長率への寄与度ベースで 0.15～0.31％

だけ名目成長率を押し下げる効果があるので、到底デフレ脱却を目指すものではなく、むしろデ

フレを促進するものといえなくはありません（図表１０）。 
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